
 

千葉市障害者福祉バス借上補助金交付要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は、障害者の社会参加を促進し障害者福祉の増進を図ることを目的とし

て、予算の範囲内において、障害者等団体が行っている研修会及び社会見学その他自主

的活動のためにバスを借り上げる費用の一部を補助することについて、千葉市補助金等

交付規則（昭和６０年千葉市規則第８号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、

必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

（１）障害者 身体障害者手帳、精神障害者保健福祉手帳又は療育手帳のいずれかを所持

する者又はこれらに準ずる者をいう。 

（２）障害者等団体 次のいずれかに該当する団体をいう。 

ア 主として障害者及びその介助者により構成される団体 

イ 本市における障害者福祉の増進への寄与を直接、かつ、主たる目的としている団

体 

ウ 前２号に準じる団体として市長が適当と認める団体 

（３）福祉バス 一般貸切旅客自動車運送事業者の所有する事業用自動車をいう。バスの

区分については、別表１による。 

（補助金の交付対象） 

第３条 補助金の交付対象となる団体は、次の各号のいずれにも該当するものとする。 

（１）障害者等団体であること。 

（２）バスを利用する障害者の４分の３以上が市内に在住又は在勤していること。 

（３）営利を目的としない団体であること。 

（４）バス利用する障害者及び介助者は１１人以上であること。 

（５）前号に占める障害者の割合が２分の１以上であること。ただし、１人につき複数の

介助者が必要な場合は、別途協議するものとする。 

（６）任意団体にあっては、会則、会員名簿その他市長が認める書類により、継続的に活

動している団体であることが確認できること。 

（補助金の交付対象事業） 

第４条 補助金の交付対象となる事業は、障害者等団体が福祉バスを利用して行う次の各

号のいずれかに該当するものとする。 

（１）研修会及び社会見学 

（２）スポーツ及びレクリエーション 

（３）その他障害者の福祉向上に必要な事業として市長が特別に必要と認めた事業 



（利用条件） 

第５条 福祉バスの利用に当たっては、次に掲げる条件を満たさなければならない。  

（１）補助金の交付は、１団体につき、１年度に１回を限度とすること。 

（２）１回の利用は１泊２日までとすること。 

（３）利用するバスは１台とすること。 

（補助対象経費）  

第６条 補助対象経費は、福祉バスの借上げに要する経費とする。 

２ 次の各号に掲げる経費は、補助対象外とする。  

（１）有料道路利用料  

（２）駐車料金  

（３）飲食費・宿泊費（利用者・運転手等）  

（４）前各号に掲げるもののほか、福祉バスの借上げに直接関係のない経費 

（補助金の額）  

第７条 補助金の額は、別表２に掲げる区分ごとに定める上限額と団体が負担する借上料

を比較し、低い方の額に補助率を乗じて得た額とする。 

（補助金の交付申請）  

第８条 規則第３条の規定により補助金の交付を申請しようとする障害者等団体は、千葉

市障害者福祉バス借上補助金交付申請書（様式第１号）に次の各号に掲げる書類を添え

て、市長に提出しなければならない。  

（１）事業計画書（様式第２号） 

（２）収支予算書（様式第３号） 

（３）障害者福祉バス借上見積書（様式第４号） 

（４）障害者福祉バス利用者名簿（様式第５号） 

（５）その他市長が必要と認める書類 

（交付の条件） 

第９条 規則第５条の規定により附する条件は、次の各号に掲げるとおりとする。 

（１）補助事業の内容、経費の分配又は遂行計画の変更（市長が認める軽微な変更を除く。）

をする場合においては、市長の承認を受けるものとする。 

（２）補助事業を中止し、又は廃止する場合においては、市長の承認を受けるものとする。 

（３）補助事業が予定の期間に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合に

は、速やかに市長に報告してその指示を受けるものとする。 

（交付決定等） 

第１０条 市長は、第８条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、適当と

認めるときは補助金の交付を決定し、千葉市障害者福祉バス借上補助金交付決定通知書

（様式第６号）により障害者等団体に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の規定による審査の結果、適当でないと認めるときは、千葉市障害者福

祉バス借上補助金不交付決定通知書（様式第７号）により障害者等団体に通知するもの

とする。 

 



（変更承認申請）  

第１１条 前条第１項の規定により、補助金の交付決定を受けた者が、第８条に係る交付

申請の内容を変更する場合には、千葉市障害者福祉バス借上補助金変更交付申請書（様

式第８号）により、申請するものとする。 

（変更承認決定等）  

第１２条 市長は、前条の変更申請を受けた場合は、補助事業の変更の目的及び当該申請

に係る書類の内容を審査し、適当であると認めたときは、千葉市障害者福祉バス借上補

助金変更交付決定通知書（様式第９号）により、申請者へ通知するものとする。 

２ 市長は前条の変更申請が不適当と認めたときは、千葉市障害者福祉バス借上補助金変

更不承認通知書（様式第１０号）により、障害者等団体に通知するものとする。 

（事業の廃止又は中止） 

第１３条 補助金の交付決定を受けた者は、事業の完了前に当該事業を中止又は廃止しよ

うとするときは、事前に市長と協議するものとする。 

２ 前項の協議が整ったときは、千葉市障害者福祉バス借上補助金廃止（中止）承認申請

書（様式第１１号）を市長に提出するものとする。 

３ 市長は、前項の申請があったときは、千葉市障害者福祉バス借上補助金事業廃止（中

止）承認通知書（様式第１２号）により、障害者等団体へ通知するものとする。 

（事故報告） 

第１４条 補助事業の遂行中に事故が発生した場合、補助金の交付決定を受けた者は、速

やかにその状況を報告するものとする。 

２ 市長は、前項の報告を受けたときは、速やかにその状況を調査し、補助金の交付決定

を受けた者に対して書面により適切な指示を行うものとする。 

（状況報告） 

第１５条 補助金の交付決定を受けた者は、市長から補助事業の遂行について、報告の要

求があったときは、速やかに報告するものとする。 

（実績報告） 

第１６条 障害者等団体は、事業が完了、廃止（中止）又は補助金の交付の決定に係る会

計年度が終了したときは、千葉市障害者福祉バス借上補助金実績報告書（様式第１３号）

に次に掲げるすべての書類を添えて、市長に提出しなければならない。  

（１）利用者名簿（様式第５号） 

（２）収支精算書（様式第１４号） 

（３）領収書 

２ 交付申請時に提出した利用者名簿に変更がない場合は、前項第１号の書類の提出を省

略することができる。 

３ 補助金をバス事業者に直接支払う場合は、第１項第３の書類の提出を省略することが

できる。 



（補助金の額の確定） 

第１７条 市長は、前条の規定による実績報告を受けた場合で、当該実績報告に係る書類

の内容を審査し、補助金を交付すべきものと認めたときは、障害者等団体に対し、千葉

市障害者福祉バス借上補助金額確定通知書（様式第１５号）により、通知するものとす

る。 

（補助金の交付請求及び支払） 

第１８条 前条の規定による確定通知を受けた障害者等団体が補助金の交付を受けようと

するときは、速やかに千葉市障害者福祉バス借上補助金請求書（様式第１６号）を市長

に提出するものとする。 

２ 市長は、障害者等団体からの請求があった場合は、補助金をバス事業者に直接支払う

ことができるものとする。 

３ 障害者等団体が前項の規定による請求を行う場合は、速やかに千葉市障害者福祉バス

借上補助金請求書兼代理受領委任状（様式第１７号）を市長に提出するものとする。 

（決定の取消） 

第１９条 市長は、障害者等団体が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金等の交

付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

（１）偽りその他不正の手段により補助金等の交付を受けたとき 

（２）補助金を当該補助事業以外の用途に使用したとき 

（３）前２号に掲げるもののほか、補助金の交付の決定の内容若しくはこれに附した条件

又は法令に違反したとき 

２ 市長は、前項の規定により、交付決定を取り消したときは、千葉市障害者福祉バス借

上補助金交付決定取消通知書（様式第１８号）により、通知するものとする。 

（補助金の返還） 

第２０条 規則第１８条第１項又は第２項の規定による返還命令は、千葉市障害者福祉バ

ス借上補助金返還命令書（様式第１９号）によるものとする。 

（委任）  

第２１条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

 

附 則 

１ この要綱は、令和８年４月１日より施行する。 

２ 千葉市障害者福祉バス管理運営要綱は、令和８年３月３１日をもって廃止 

する。 

３ 前項の規定にかかわらず、千葉市障害者福祉バス管理運営要綱の規定により令和７年

度に利用実績のある団体については、令和１３年３月３１日までの間に限り、第３条に

定める「補助金の交付対象」とみなすことができる。 

 



（別表１） 

バスの区分 車両 

中型 車両重量１１ｔ未満かつ定員２９人以下の車

両 

大型 車両重量１１ｔ以上かつ定員３０人以上の車

両 

 

 

（別表２） 

 障害者の移動への配

慮（リフト）の有無 
バスの区分 補助率 上限額    

日帰り 

なし 

中型 

１０／１０ 

１２０，０００円 

大型 １４５，０００円 

あり 

中型 １４５，０００円 

大型 ２８５，０００円 

宿泊 

なし 中型・大型 ２９０，０００円 

あり 中型・大型 ６５０，０００円 

 


